


５ 施設の構造設備 

施 設 名 設   備   概   要 

集 中 治 療 室 

（主な設備）人工呼吸器（BiPAP2 台・ハミルトン 5 台）、患者監視装

置 27台（うちコンパクトモニター4台）、心電計 2台、12誘導心電計

1 台、心細動除去装置 4 台、透析給排水装置 2 台、救急蘇生装置 2

台、心拍出量計 6 台、人工呼吸装置以外の救急蘇生装置（IABP 1

台）、心エコー1 台、超音波検査機器 1 台、ポータブル放射線撮影装

置 1 台、特殊ベッド（トータルケアベッド・自動体重計付）2 台、血

ガス測定器 1 台、ACT 測定 1 台、ECMO モニタリング装置、ECMO 温度

管理装置、局所脳酸素飽和度測定装置、体温管理装置(アーティック

サン)1 台、検査装置（血液ガス分析、ＮａｋＣｌ、血糖値、ヘモグ

ロビン値、ヘマトクリット値）、シリンジポンプ、輸液ポンプ、電気

メス 

病床数 23床（HCU17床 CICU6床） 

化 学 検 査 室 

（主な設備）生化学自動分析装置2台、自動免疫測定装置2台、血液ガ

ス測定装置2台、血清・尿浸透圧測定装置、ヘモグロビンA1c測定装

置、アンモニア測定装置、遠心分離機、検体搬送用エアシュータ

ー、検体搬送装置 

 

細 菌 検 査 室 
（主な設備）全自動細菌検査システム、血液培養装置、全自動血液培

養検査装置、安全キャビネット、遠心分離機、蛍光顕微鏡、LAMP法

検査機器、顕微鏡、自動遺伝子解析装置 

病 理 検 査 室 

（主な設備）自動包埋装置、包埋センター、凍結切片作成装置、自動

染色装置、自動免疫染色装置、集細胞遠心装置、ミクロトーム、カ

セットプリンター、スライドガラスプリンター、顕微鏡、ディスカ

ッション顕微鏡、顕微鏡デジタルカメラ、顕微鏡デジタルビデオカ

メラ、蛍光顕微鏡、デジタル一眼カメラ、遠心分離機、換気装置付

写真撮影装置、局所排気装置 

病 理 解 剖 室 

（主な設備）解剖台、死体冷蔵庫、臓器撮影台、デジタル一眼カメ

ラ、撮影切出作業流し台、排気付保管庫、更衣室、シャワー室、標

本室 

研 究 室 
（主な設備）室数 1 室 

 パソコン 8 台 、 ＯＡプリンター 

講 義 室 

（主な設備）室数 7 室   収容定員 約281人（全室合計） 

天井備付プロジェクター装置・天井備付ホワイトスクリーン、ホワ

イトボード、移動式ビデオ及びテレビラック装置、移動式シャーカ

ステン、光学顕微鏡、研修用机、椅子、放送設備ユニット、自立式

スクリーン 

図 書 室 
室数１室 蔵 書 数     医学書 365冊 一般図書 91冊 

             看護関係 78冊  医学関係雑誌 123タイトル 

救急用又は 

患者搬送用自動車 
保有台数  １ 台 （患者搬送用自動車） 

医 薬 品 情 報 

管 理 室 

〔専用室の場合〕 床面積   128.35 ㎡ 

〔共用室の場合〕 共用なし 

備考 主な設備は、主たる医療機器、研究用機器、教育用機器等を記入してください。 

























































４ 重症救急患者に必要な検査、治療を行うために必要な診療施設の概要 

施 設 名 床面積 設  備  概  要 
24時間使用

の可否 

救急センター 

HCU 
846.35

㎡ 

（主な設備）病床数17床 

人工呼吸器（ハミルトン）2台、人工呼吸器（BiPAP）1

台、患者監視装置20台（うち、コンパクトモニター4台）、

心電計2台、心細動除去装置2台、透析給排水装置、救急

蘇生装置１式、超音波検査機器1台、検査装置（血液ガ

ス分析、ＮａｋＣｌ、血糖値、ヘモグロビン値、ヘマト

クリット値）、シリンジポンプ、輸液ポンプ、電気メス 

※救急処置室を含む 

24時間 

使用可能 

ＣＩＣＵ 
161.4 

㎡ 

（主な設備）病床数6床 

人工呼吸器（ハミルトンG5:1台・ハミルトンC6:1台・ハ

ミルトンC1:1台・BiPAPV60:1台）、心細動除去装置2台、

人工呼吸装置以外の救急蘇生装置（IABP:1台）12誘導心

電計1台、患者監視装置7台(ベッドサイドモニター) 、

心エコー1台、ポータブル放射線撮影装置1台、特殊ベッ

ド（トータルケアベッド・自動体重計付）2台、血ガス

測定器1台、ACT測定1台、心拍出量計（ウィジランス4台、

ウィジレオ1台、ヘモスフィア1台、）、ECMOモニタリング

装置、ECMO温度管理装置、局所脳酸素飽和度測定装置、

救急蘇生装置（救急カート）、体温管理装置（アーティ

ックサン）1台、透析給排水装置1ヶ所、輸液ポンプ、シ

リンジポンプ  

24時間 

使用可能 

脳卒中 

センター 

1,012.22

㎡ 

（主な設備）病床数43床 

患者監視装置24台（うち、コンパクトモニター14台・ベ

ッドサイド6台・リカバリー4台）、心電計1台、除細動機

1台、救急カート1台、シリンジポンプ２台、輸液ポンプ

２台、透析給排水設備 

24時間 

使用可能 

透析センター 
402.45

㎡ 

（主な設備）処置用病床数28床 

電動式スケールベッド（自動体重計付）5台、電動式ベ

ッド23台、多用途透析用監視装置（日機装DCS-200Si）2

6台、個人用多用途透析装置（日機装DBB-200Si）1台、

個人用透析装置（日機装DBB-73）1台、多用途血液処理

用装置（旭化成メディカルACH-Σ）1台 

24時間使用

不可 
（但し、時間

外・休日・夜

間帯は臨床

工学科の透

析call番が

対応） 









８ 医療従事者の診療、研究又は研修のための共同利用の実績 

 

 

１. 共同利用を行った医療機関の延べ数              960件 

 

２. そのうち開設者と直接関係のない医療機関の延べ数       960件 

 

３. 共同利用に係る病床の病床利用率              0％ 

 

 

 

 

備考 前年度において共同利用を行った実績がある場合において、当該前年度の共同利

用を行った医療機関の延べ数、これらの医療機関のうち開設者と直接関係のない医

療機関の延べ数、共同利用に係る病床の病床利用率を明記してください。 

 

 

 

 

９ 医療従事者の診療、研究又は研修のための共同利用の範囲等 

１．内視鏡室 

２．手術室 

３．放射線施設（ＭＲＩ・ＣＴ） 

４．外来特診室での共同診療 

５．開放病床での共同診療 

 

常時共同利用可能な病床数 ８ 床 

 

備考 当該病院の建物の全部若しくは一部、設備、器械又は器具のうち、共同利用の対

象とする予定のものを明記してください。 

 

 

 

 

10 医療従事者の診療、研究又は研修のための共同利用の体制 

(１) 共同利用に関する規定の有無 有・無 

(２) 利用医師等登録制度の担当者 氏 名：医療連携支援センター 

                       

                     職 種：事務 

 

備考 共同利用に関する規定を有する場合には、当該規定の写しを添付してください。 
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平塚共済病院医療従事者共同利用制度運営要綱 

        平成 15年 8月 14日制定 

 

第１ 総 則 

 

 １．目 的 

   この要領は、平塚共済病院（以下「当院」という。）の施設又は医療設備を 

  近隣地域{近隣地域（湘南西部二次医療圏をはじめとした「当院」の近隣地域

内をいう。以下これを「地域」という。）}の医療従事者の診療、研究又は研修

を目的とした共同利用の場としての利用（以下「共同利用制度」という。） 

のため開放し、地域の医療機関との連携の推進及び地域の医療従事者の資質の 

向上を図り、地域医療の発展に貢献することを目的とする。 

 

 ２．共同利用制度 

   共同利用制度は、次の４種類により運営する。 

 （１）紹介患者診療型共同利用 

 （２）医療機器利用型共同利用 

 （３）研究部門利用型共同利用 

 （４）研修会等参加型共同利用 

 

 ３．共同利用制度の利用についての遵守事項 

   紹介患者診療型共同利用、医療機器利用型共同利用を利用する登録医又は登 

録歯科医は、病院内において次の事項を遵守するものとする。 

 （１）利用に際しては、緊急その他の事情がある場合等を除き、医療連携室へ連

絡後利用する。 

 （２）白衣については、緊急その他やむを得ない場合等を除き、当院が支給する 

   白衣を必ず着用する。 

（３）使用に関しては、ネームカード（第２医療機関登録の第 1により「連携登

録医」と明記・資料 1）を着用する。 

 （４）その他、当院の諸規則を遵守する 

 

４．その他 

 （１）共同利用制度の実施により生じた事故等については、別途協議のうえ対応

する。 

（２）共同利用制度を利用する登録医又は登録歯科医に対しては、その目的に鑑 

   み報酬等を支給しないことを原則とする。 

（３）共同利用制度の実施に関し運営要領に定めのない事項に関し疑義が生じた

場合は、関係者（当院関係者と登録医又は登録歯科医の両者）の協議により

決定するものとする。 
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第２ 医療機関等の登録 

  

１．事前登録 

  共同利用制度は、研修会等参加型共同利用を除き、その利用にあたっては事 

前に登録（以下「連携登録医」という。）することを原則とする。 

 

２．登録名及び共同利用制度 

  共同利用制度の利用登録名は医療機関名又は医師名をもって登録する。又、

「連携登録医」が所属する医療機関の職員は、その目的に応じて各共同利用制

度を利用できるものとする。又、当院院長（以下「院長」という。）は、未登

録の医療機関においてもその目的が運営要領の目的と合致する場合には、各共

同利用制度の利用を許可する事ができる。その場合「連携登録医」と同様に取

り扱うものとする。 

 

３．連携登録医の登録 

  連携登録医の登録は、「登録医承諾書」をもって共同利用制度における登録

とみなす。 

 

４．登録医証の発行 

  院長は、連携登録医に対し登録医証を発行し交付する。 

 

５．登録期間 

  共同利用制度の登録期間は、登録医承諾書の記名押印日より３年間とする。

ただし、期間満了の 1ヶ月前までに当院または連携登録医のいずれかより申し

出がなされないときは自動更新とする。 

 

６．登録内容の変更 

（１）名称等の追加又は登録内容に変更が生じた場合、「登録医承諾書」により

変更を行うものとする。 

（２）登録医療機関名簿の登録を辞退する医療機関等は、院長に対し文書により 

辞退の申し出をしなければならない。 

 

７．連携登録医の登録抹消 

  院長は、著しく不適当と認めた場合、連携登録医に通知後登録を抹消出来る

ものとする。 
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第３ 紹介患者診療型共同利用 

 

１．紹介患者診療型共同利用の内容 

  地域医療機関等から紹介され入院した患者の診療について、かかりつけ医で

ある連携登録医と当院主治医とが共同して当該患者の検査、処置又は指導を行

う事により、退院後のかかりつけ医への円滑な診療につなげることを目的とす

る。 

 

２．利用できる対象者 

  当該共同利用を利用できる医療従事者は、連携登録医とする。但し、病院 

長の許可又は緊急その他やむを得ない事情がある場合はその限りではない。 

 

３．共同利用 

  ①連携登録医は、当院の開放病床に自院の患者を入院させ当院の主治医と 

共同で診療にあたることができる。 

  ②連携登録医は必要がある場合、外来特診室で診療にあたることができる。 

   尚、上記①②について共同診療時間は、原則として平日（休診日を除く） 

診療日の 8：30～17：15とする。但し、事前調整をした場合はこの限りでは

ない。  

 

４．事前調整 

  連携登録医が紹介入院となった患者に対して共同診療を行う場合は、医療連

携室へ申込、「共同利用使用申込書兼報告書」（資料２）を記載し事前に調整し

なければならない。 

 

５. 共同利用のための開放型病床 

  当該共同利用のための開放型病床を８床設ける。 

 

６．共同利用後の報告等 

   当院主治医又は連携登録医は、共同利用終了後に「共同利用使用申込書兼報

告書」（資料２）を医療連携室へ報告し、医療連携室より院長に報告するもの

とする。 

又、当院主治医及び連携登録医は、自院の診療録に共同診療の内容を記載 

するものとする。 
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第４ 医療機器利用型共同利用 

 

１．医療機器利用型共同利用の内容 

  地域医療機関が検査目的で紹介する患者の検査について、かかりつけ医であ

る連携登録医と当院医師とが連携し当院の医療機器を共同利用し、その検査を

進めることで、検査後にかかりつけ医が円滑な診療を行うとともに、当該患者

へのより良い医療の提供を探るための診療型の共同利用をいう。 

 

 ２．利用できる対象者 

当該共同利用を利用できる医療従事者は連携登録医とする。但し、 

院長の許可又は緊急その他やむを得ない事情がある場合はその限りではない。 

 

 ３．対象医療機器等 

 （１）手術室における各手術機器 

 （２）放射線施設における各医療機器 

①エックス線撮影装置 

②コンピューター断層撮影装置（ＣＴ） 

③磁気共鳴断層撮影装置（ＭＲＩ） 

④核医学診断装置（ＲＩ）   

 （３）内視鏡検査における各医療機器 

  

４．事前調整 

 連携登録医が検査目的で紹介した患者に対して３．対象医療機器等(１)を行

う場合は、予め医療連携室へ申込、「共同利用使用申込書兼報告書」（資料２）

を記載し調整しなければならない。また、３．対象医療機器等（２）（３）を

行う場合は、予め医療連携室へ申込、日程調整を行うこととする。 

 

５．共同利用後の報告等 

   当院主治医又は連携登録医は、共同利用終了後に「共同利用使用申込書兼報

告書」（資料２）を医療連携室へ報告し、医療連携室より院長に報告するもの

とする。ただし、放射線機器・内視鏡機器についてはその年度末の使用件数報

告を持って院長報告とする。 

 

 ６. 検査報告 

   検査結果資料は、後日、連携登録医療機関へ郵送する。 
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第５． 研究部門利用型共同利用 

 

 １．研究部門利用型共同利用 

   病院の研究部門の機能を登録医療機関等の医療従事のために開放し、登録医 

療機関等の医療従事者の研究活動を支援するとともに、必要によりその研究活 

動に対し互いに連携しその研究活動を進めるもので、地域医療従事者の資質向 

上を図るための共同利用をいう。 

 

 ２．利用できる対象者 

   連携登録医の所属する医療機関において医療に従事する者、及び院長の許 

可を得た者。又、その他登録された調剤薬局の業務に従事する者。 

 

 ３．対象研究部門 

   当該共同利用のために利用できる研究部門は、図書室、病歴室、及び当院の

研究室における研究に必要な機器とする。 

 

 ４．利用手続き 

（１）当該部門を利用する場合にあっては、予め医療連携室で申込、所定の手 

続きを行い利用部門の責任者の許可を受けるものとする。 

 

  （２）個人情報が掲載されている部門を利用する場合は、その利用目的、利用 

    する内容等を明記した「共同利用使用申込書兼報告書」（資料２）を院長

に提出し、承認を得なければならない。 

但し、利用については、個人情報以外の情報等に限るものとする。 

 

５．共同利用後の報告等 

   当院の担当者又は利用者は、共同利用終了後に「共同利用使用申込書兼報告

書」（資料２）を医療連携室へ提出し、医療連携室より院長に報告するものと

する。 
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第６ 研修会等参加型共同利用 

 

 １．研修会等参加型共同利用の内容 

   病院が行う研修・研究活動を広く地域の医療従事者に開放し、地域医療従事

者とともに連携しながら研修・研究活動を進めるもので、地域医療従事者の資

質の向上をはかるための共同利用をいう。 

 

 ２．利用できる対象者 

当院で地域の医療従事者に公開する研修・研究会を地域医療機関等に周知す

る。なお研修・研究会への参加のための事前登録は不要とする。 

 

 ３．対象研究会等 

   当院が開催する研修・研究会のうち、地域医療機関等へ周知された研修・研

究会を対象とする。 

    

 ４．利用時の手続き 

予め医療連携室へ事前に申込、会場受付において利用簿に必要事項を記入す

るものとする。 

 

５．共同利用後の報告等 

   開催担当者は、研修・研究会終了後に「研修会・研究会報告書」を医療連携

室へ提出する。 

 

 

 附 則 

  この要綱は、平成 15 年 8月 14日より施行する。 

        平成 26 年 9月 1 日一部改訂。 

平成 28 年 6月 1日一部改定。 

        平成 30年 8月 1日一部改定。 

 

  

 

  


























































